
































Gasoline demand is decreasing by the spread of next-generation cars 
superior in fuel efficiency. Under such situation， itis necessary for the oil 
company pushes forward the construction of the next-generation energy 
supply system and the maintenance of the existing gasoline distribution 
network concurrently. It is speed and a scale of the spread of next-generation 
cars to hold the key to the maintenance of the oil distribution network as the 
infrastructure and， as a result， itdecides the degree of the gasoline decrease. 
The council of the government gaves the spread of next-generation cars and 
mileage improvement， congestion charge， and aging as the main factor of the 
decrease in gasoline demand. This paper analyzes two former factors. 
Finally 1 make an assertion that the construction of the business methods 
that a decrease in demand does not lead to the decrease of the gasoline stands 
is necessary to maintain oil distribution network in the shift period of the 
energy supply system. 
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図表1 非電力用途石油製品:最終エネルギー消費ベース (単位:百万k1) 
年 2010 2020 2030 2020 2030 
実績 予測 2010年対比
ガソリン 52 36 21 69% 40% 
ナフサ 30 27 23 90目 77九
ジェット燃料 5 5 5 100% 100% 
灯油 20 17 14 85% 70% 
軽油 32 27 25 84首 78% 
重油 22 22 18 100% 82% 
LPG 17 15 13 88% 76% 
その他 16 16 14 100% 88% 

























(EV Electric Vehicle)、プラグインハイブリッド (PHVPlug-in Hybrid 
Vehicle)、燃料電池車 (FCV: Fuel Cell Vehicle)、クリーンディーゼ、ル車 (CDV
















車種 2010年度 2020年度 2030年度
HEV 2出 15% 29唱
EV/PHV 0% 4出 19% 
FCV 0% 0% 3% 
CDV 0% 2% 6% 
合計 2出 21% 57% 
注。合計は車種毎の単純集計で、文中の数字と一致しない。























ら販売台数を伸ばし、 2013年 9月末に累計 3万台を越え、堅実な販売を継続し
ている(2)。次世代自動車振興センターの 2011年の販売実績と次世代自動車普及





販売台数 車種・年 2011 2020 2030 20111 
EV軽 28.500 336，000 450，00 4.712 
EV乗用車 7，700 170，000 278，000 11，815 
HV乗用車 565.000 1，118，000 1.160.000 633，417 
PHV 8700 349000 625000 3，753 
軽自動車 2，120，476 2，331，425 2，286，099 1，521，1001 
乗用車 2，802，335 2，746，947 2，645，410 2，386，036 
EV軽 1.3% 14.4% 19.7% 0.31% 
EV乗用車 0.3% 6.2% 10.5帖 0.50% 
HV乗用車 20.2% 40.7% 43.8% 26.55弛
PHV 0.3% 12.7% 23.6% 0.16弘
販売見通し 実績
保有台数 車種・年 2011 2020 2030 2011 
EV軽 37，081 1，421，061 3，816，346 13.646 
EV乗用車 10.158 667，730 2，143，868 24，983 
HV乗用車 896，107 7，945.216 1，766，239 854，904 
PHV 11649 1312909 4960330 17，281 
軽自動車 25，746，323 28，170，270 28，241，926 18，486，738 
乗用車 40，068.075 38，333，007 35，221，044 40，183，576 
EV車E 0.1% 5.0% 13.5日 0.07% 
EV乗用車 0.0% 1.7% 6.1出 0.06% 
HV乗用車 2.2% 20.7% 33.4% 2.13% 
PHV 0.0首 3.4% 14.1% 0.04% 
注l. EV軽は乗用と商用の合計、 HVは普通、 小型の合計。環境省(2009)~次世代自動車
普及戦略jp.105表 3.2.3、p.110表 3.3.2、p.1l5表3.4.2より作成。この表には貨
物、乗り合い、特殊、原付、 自転車野販売実績等は含まない






































『経営力倉IJ成研究』第 10号， 2014 
が実現されず、2012年度から京都市で「クルマの市内への流入を抑制するため，
混雑する道路への課金制度(ロードプライシング)の導入に向けた社会実験の実
施 (No.23002)Jが行なわれており 2014(平成 26)年度に本格的に検討される
計画となっている(1はばたけ未来へ!京プランj実施計画:京都市情報館)。
ロードプライシングには高速道路等以外の一般道路の課金が禁止されているな


























開始年 cs組織数 車両数 会員数 人口 会員数/人口(%) 調査年月
アメリ力 1998 25 12，131 891，953 316，150，000 0.28 2013.12 
カナダ 1994 20 3，432 141，351 35，180，000 0.40 2013.12 
スイス 1987 1 2，600 102，100 7，870，000 1.3 2011.12 
ドイツ 1988 約130 5，600 220，000 81，750，000 0.27 2012.1 
日本 2002 32 12，000 380，000 127，340，000 0.30 2013.12 
5力国計 35，763 1，735，404 568，290，000 0.27 
資料公益財団法J 、交通エコロジー ・モビリティ財団調査、 2013年は小鴬が同ソースから追加
調査・集計したもの。
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は、 2012年対比の 2017年の需要見通しを年度平均1.7児、全体で 8.4%とした。





































































ため、 7日から 5日は6日十 7日十 (4から5日)+2で計算しており、参考値として使用。
資料 『平成 24 年度電気自動車・充電インフラ等の普及に関する調査報告書』、 ~20 1 1年度
乗用車市場動向調査J、『軽白動車の使用実態調査報告書(2012年3月)j]
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EV 65.1 24.9 
PHV 90.3 9.7 
軽 52.0 48.0 
乗用車 58.1 41.8 
乗用車(大都市) 71.5 28.5 

































































イメージを植え付けた。結果的に 2013年9月26日に累計 150万台の販売目標を 2020年に再設
定した。(朝日新聞 2013年9月初日)









(5) Ultra Low Emission Discountの適応車両はEVとc02の排出量が 75g/km以下でEuro5の排
出規制に適合していることが条件で事前登録が必要。
http://剛~. tfl. gov. uk/roadusers/congestioncharging/6733. aspx 
(6) 東京都環境局各国におけるロードプライシング、ロンドンの混雑課金制度






(9) NRG Energy社は、充電設備をリースによって EV保有者の自宅に充電器を取り付け、自
宅外でもさまざまな充電オプションが選択できるビジネスモデル (eVgoモデル)を構築してい
る。このビジネスモデ‘ルは売り切りモデルから顧客との関係を継続することで成り立つ LTC
(life time customer model)の一つである
(10)町村単位でガソリンスタンドが2カ所以下の町村をガソリンスタンド過疎地とすると 2008
年度には222であったものが、 2010年度末には238カ所に増加し、 2013年度末で257町村ま
で増加した。 sがない地域は7町村、 1カ所のみ60町村、 2カ所81町村、 3カ所 109町村で
あった(価値総研[2010J)。
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